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              ※このシリーズは自治労が作成したガイドブック「労使関係が変わる?!－労働協約を中心とした地方公務員の

労使関係のあり方－」を参考に羽幌町職員組合・組織対策部が再作成したものです。 

 

労労使使関関係係がが変変わわるる  !!  
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シリーズシリーズシリーズシリーズ    労使関係労使関係労使関係労使関係がががが変変変変わるわるわるわる！！！！    ≪前半～労働協約を中心とした地方公務員の労使関係のあり方とは≫ 

1 勧告がなくなる !? 
 

   公務員労使関係改革公務員労使関係改革公務員労使関係改革公務員労使関係改革のののの経過経過経過経過とととと今後今後今後今後    

 2001年の公務員制度改革大綱以来、ILOが日本政府に 4度にわたり公務員制度の改善（日本の公務員制度が国

際労働基準から逸脱していること）を勧告したことや、天下り批判等といったことから国民に開かれた公務員制度

を求める世論が強まったことなどを受けて、公務員制度に地あする状況は大きく変化しました。 

 2007年(10月 19日)の専門調査会で「代償措置(人勧制度)を廃止し、一定の非現業職員に労働協約締結権

を付与すべき(但し争議権・消防職員の団結権については両論併記)」と報告された後、2008 年(6 月 13 日)

「国家公務員制度改革基本法」の第 12 条で「政府は、協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益

及び費用を含む全体像を国民に提示し、その理解とともに、国民に開かれた自律的労使関係制度自律的労使関係制度自律的労使関係制度自律的労使関係制度を措置する

ものとする。」とされました。今後は、次の 3つを前提に 2012201220122012年年年年までに公務員制度改革が予定されています。 

①①①①一般職非現業職員一般職非現業職員一般職非現業職員一般職非現業職員がががが    労働協約締結権労働協約締結権労働協約締結権労働協約締結権    をもつようになるをもつようになるをもつようになるをもつようになる    

②②②②人事院人事院人事院人事院、、、、人事委員会勧告制度人事委員会勧告制度人事委員会勧告制度人事委員会勧告制度がなくなるがなくなるがなくなるがなくなる    

③③③③争議権争議権争議権争議権はははは、、、、いずれのいずれのいずれのいずれの公務員公務員公務員公務員もももも引引引引きききき続続続続いてのいてのいてのいての課題課題課題課題とするとするとするとする    

 

   労働基本権労働基本権労働基本権労働基本権とはとはとはとは    ～～～～    まずはまずはまずはまずは基本的基本的基本的基本的なななな言葉言葉言葉言葉のおさらいからのおさらいからのおさらいからのおさらいから    ～～～～    
 

一般行政職(非現業職員)と技能労務職(現業職員)とは協約締結権の点が大きく異なっています。 

 団結権 
労働組合を結成する権利、また労
働組合に加入する権利 

団体交渉権 
労働者が団結して使用者と交渉し、
労働協約を締結する権利 

争議権 
労働者が労働条件の維持、改善
を求めて、争議行為を行う権利 

地
方
公
務
員 

下記以外の職員 

○○○○    
職員団体制度 

(地公法 52③、教特法 21 の 5①) 
但し、警察職員、消防職員は団結が

禁止されている（地公法 52⑤） 

△△△△    
当局と交渉することはできるが、団体協

約を締結する権利は有しない 
(地公法 55①、②) 

但し、法令.条例等に抵触しない範囲での書
面協定は締結できる（地公法55⑨） 

××××    
争議行為等は禁止されている 

(地公法 37①) 

公営企業、特定
地 方 独 法 及 び
単純労務職員 

○○○○    
労働組合制度(地公労法 5①) 

単純労務職員は職員団体を結成する
こともできる（地公労法附則⑤） 

○○○○    
当局と交渉することができ、団体協約を
締結する権利を有する (地公労法 7) 

但し、協約の効力には一定の制限があ
る（地公労法 8～10） 

××××    
争議行為等は禁止されている 

(地公労法 11①) 

 

国
家
公
務
員 

非現業職員 

○○○○    
職員団体制度(国公法 108 の 2③) 

但し、警察職員、海上保安庁職員、
監獄職員は団結が禁止されている（国
公法 108 の 2⑤） 

△△△△    
当局と交渉することはできるが、団体協
約を締結する権利は有しない（国公法
108 の 5①、②） 

××××    
争議行為等は禁止されている 

(国公法 98②) 

現業、特定独立
法人等 

○○○○    
労働組合制度（特独労法 4①） 

○○○○    
当局と交渉することができ、団体協約を
締結する権利を有する（特独労法 8） 
但し、協約の効力には一定の制限があ
る（特独労法 16） 

××××    
争議行為等は禁止されている 

(特独労法 17①) 

※一般職の公務員についてまとめたもの（2007年時点）。地公法は地方公務員法、地公労法は地方公営企業等労働関係法、教特法は教育公務員特例法、
国交法は国家公務員法、特独労法は特定独立行政法人等の労働関係に関する法律を指している。 

 

 

 

 

 

First Kind 

(憲法第 28条) 

2012ネンニ ジンカン ガ ナクナルノダ ！ 
ジンカン ガ ナクナッタラ 「ダンタイコウショウ」デ テイケツ スル 
       「ロウドウ キョウヤク」ガ  タイセツ ナノダ ！ 


